
宇宙利用促進調整委託費 

事後評価 

 

研究開発課題名（研究機関名）： 

①衛星データ利用を促進する手法等の実証プログラム 

(1)良食味・高品質米の安定生産のための水稲生育管理への衛星データの適用実証 

（株式会社ビジョンテック）

研究機関及び予算額：平成２１年度～平成２３年度（３年計画） 54,680 千円 

項目 要約 

１．研究開発の概要  広範な稲作地における稲の生育状況や良食味米の把握、病害虫の発生予測や収

穫量予測など、衛星データを利用した米の安定生産のための管理システムを開発

する。 

 インターネットを介して随時閲覧できるＷｅｂＧＩＳ型データベースとその

情報閲覧端末を開発、ＪＡ北越後ホームページ上に公開し、実用的なシステムが

構築され、運用できる体制にまでなっており、目に見える形に成果をまとめてい

る。 

 実証に使用した衛星データが限定的なためデータ解析の科学的信頼性が必ず

しも十分とはいえないものの、本委託として限られた範囲で稲作生育管理に優れ

た成果が得られており、ＪＡという農業において影響の大きい利用者の取り込み

に成功しており、農業団体の認識と期待が高まったことが高く評価できる。 

２．総合評価 Ｓ 

 

Ｓ）優れた成果を挙げ、宇宙利用の促進に著しく貢献した。 

Ａ）相応の成果を挙げ、宇宙利用の促進に貢献した。 

Ｂ）相応の成果を挙げ、宇宙利用の促進に貢献しているが、一部の成果は得られておらず、その合理

的な理由が説明されていない。 

Ｃ）一部の成果を挙げているが、宇宙利用の明確な促進につながっていない。 

Ｄ）成果はほとんど得られていない。 

 

３．その他 

 

 

【研究開発成果について】 

 農業分野への宇宙利用の裾野拡大に貢献したと判断できる。これを契機に今

後、同様の分野への普及を期待したい。また、水稲育成管理に利用できる時空間

情報が共有できるシステムが構築されており、今後このシステムがさらに使い易

くなり、利用者が増加することを期待する。 

 

【その他特記事項について】 

 閲覧する OS に依存して画面が乱れていることなど、まだ改善が必要である。

また、１週間とか１ヶ月とかの過去にさかのぼってデータが閲覧できれば、生産

者は検討材料にできるのではないかと思われる。 

 

 



 

宇宙利用促進調整委託費 事後評価 調査票  
 

１．研究開発課題名 

良食味・高品質米の安定生産のための水稲生育管理への衛星データの適用実証  

２．該当プログラム名 
①衛星データ利用を促進する手法等の実証プログラム 

 
３．研究開発の実施者 
機関名：株式会社ビジョンテック 代表者氏名：原 政直   担当事業：研究統括 

 

機関名：北越後農業協同組合   代表者氏名：五十嵐 康弘 担当事業：現地観測、分析、衛星情報の利用と評価

 
４．研究開発予算及び研究者数 
                研究開発予算                          研究・技術者 
平成２１年度              13,988 千円               18 人／年 

平成２２年度              21,991 千円               14 人／年 

平成２３年度              18,701 千円               14 人／年 

 

５．研究開発の背景、目的・目標 

背景と目的 

水稲圃場の広地化や生産者の高齢化、担い手不足、米価の低迷など日本の農業は多様な問題を抱えている。特に、米の生

産現場におけるこの内憂外患の状況を打破するために地域全体で良食味米の安定的生産を実現し、そのブランド力の強化に繋

げることが産地間や国際競争における生き残り策となる。そのため、先進的農業に取り組む生産現場では、施業や食味を客観

的、定量的に管理・評価する情報の創出と活用が喫緊の課題になっている。 

一方で、試験研究機関や大学などが中心になって、衛星データを利用した米の食味分布図の作成やその利用の試みが行わ

れているが、食味判定を行う時期にタイムリーな衛星データが得られなかったり（回帰周期の問題）、あるいは、データが得られた

としても被雲の影響で利用できなかったりするため、安定的な利用に供しない。また、幸いにも衛星データが得られ、食味分布図

が得られたとしても、その情報は「結果の情報」、つまり、「通信簿」であり、当年度生産米の食味の向上に資する情報とはならな

い。この様なことが、衛星データの農業（米生産）利用の普及の阻害理由となっている。 

本研究開発では、これらの問題を解決し、良食味米生産のための水稲生育制御情報として、「必要な情報」が「必要な時」に安

定して、かつ、分かりやすい形で生産現場に配信され、また、広地化された水稲圃場の圃場図の作成や、現在人海戦術で実施

されている作付面積確認を、人工衛星データを利用してポジティブ・コントロールを行うなど作付けから刈り取りまでの生産制御の

ための農業 IT システムの構築を目的としている。 

 

達成目標 
①衛星観測データに基づく生育パターン、農業気象情報（日射量や気温）の１km メッシュの日単位情報を天候に影響されず

安定して、配信するシステムの完成。 

②JA 管内全域における一筆単位での生産調整や食味情報の実証。 

③均質な良食味・高品質米を安定的に生産するための生育制御および施肥の効率化（適期の予測や労力の低減）の実現。 

 

６．研究開発の実施内容 

 新潟県下越に位置する JA北越後管内の水稲圃場を対象地域として以下を実施した。 

(１)生産調整のための作付面積の確認（衛星データは ALOS/PALSAR を使用） 

水稲圃場は移植前に湛水されることから、合成開口レーダ（ALOS/PALSAR）で観測された湛水前後のデータを用いて、水面、

非水面の後方散乱の差を求め、一筆単位の水田を抽出する手法を開発した。抽出された水田域と現地調査による作付け確認デ

ータを使用し、抽出手法のパラメータを最適化した。さらに、54,899 圃場を対象として、異なる空間分解能（6.25m および 12.5m）

で観測されたデータを用いて水稲作付圃場判別の正答率を評価した。結果、湛水前後の分解能が異なるデータ（6.25m、12.5m）

を用いた場合の正答率が 83.1％であるのに対し、2 時期（湛水前後）とも 6.25m を用いた場合は 99.3％の高い正答率を示した。

合成開口レーダデータを利用することにより、天候に左右されず、安定的に水稲作付圃場の確認ができた。 

 

(２)水稲生育状況の把握（衛星データは EOS-TERRA/MODIS（可視・近赤外）センサを使用） 
高頻度観測衛星データ（EOS-TERRA の MODIS（可視・近赤外）センサ＝以下 MODIS という）を利用（ここでは、2007 年から

2011 年の毎日１シーンの時系列データを使用）して、植生指標（NDVI）をパラメータとする水稲の生育状況を把握するシステムを



 

構築した。JA北越後管内約12万筆の水稲圃場を対象域として、旬単位の雲無し時系列データを作成し、水稲の生育パターンを

抽出した。この生育パターンと圃場で観測された生育データ（草丈、茎数、葉数、葉色(葉緑素計データによる)、ならびに、田植え

時期、穂肥時期、出穂時期、刈り取り時期など）との関係を整理、体系化し、また、栽培暦などとの整合性の評価を行い、衛星デ

ータを用いた栽培管理への実証を行った。平成22年と平成23年の5月下旬から7月下旬の生育調査データを説明変数、NDVI

を目的変数として重回帰分析を行い、NDVI と草丈、茎数、葉色には高い相関関係（0.989）があることを確認した。従って、衛星

データから NDVI が推定されれば、生育状況の把握が可能となることを実証した。なお、旬別雲無し生育パターンの抽出には、

（株）ビジョンテック（原政直ら，2003，時系列衛星画像のノイズ除去アルゴリズムの開発と評価．写真測量とリモートセンシング，

Vol.42，No.5，PP.48-59）が開発した時系列データセットから植生指標の変動パターンを抽出するアルゴリズムを利用した。この

生育パターンは現地調査に基づいて発表された営農情報による生育状況と比較し、よく一致していることを確認した。この時系列

の雲無し生育パターン情報により、栽培管理上のクリティカルフェーズの対応など、安定した情報として利用できる。 

 
(３）デジタル近赤外線カメラによる補完データの取得 
衛星データから得られる情報の評価には、時間的同時性やサンプリング数の向上を図り、かつ、労力をかけずに得られるハン

ディなデジタル近赤外線カメラを使用し、地上で観測したデータを用いて、従来型の生育状況パラメータ（草丈、茎数、葉数、葉

色(SPAD値)）との比較評価を行った。デジタル近赤外線カメラで観測したデータから得られたNDVI値と現場で測定されたSPAD

値は、8月下旬から似た傾向を示すことが確認できた。将来的には、このデジタル近赤外カメラは、試験圃場や採種圃、地形的に

栽培管理の難しい場所で生育監視ロボットの役割を持たせる予定で、精度向上と労力低減に貢献することが期待できる。 

 

（4）水稲の生育に影響する気象情報の利用（衛星データは静止気象衛星ひまわりを使用） 
農業生産には極めて重要な気温、日照・日射の気象情報の作成とひまわりデータの配信をするシステムの構築とその実証を

行った。気温データは、AMeDAS および新潟県新発田市農業研修センターに設置されている気象測器のデータを使用し、日平

均気温、日最高気温、日最低気温、有効積算温度について１km メッシュで日単位に生成した。また、日射量については、ひまわ

りの時別観測データをもとに、日積算日射量を 1km メッシュで作成した。さらに得られた日射量データから日照時間変換を行っ

た。得られた有効積算温度や日照時間について検証を行った。平成 23 年 4 月 1 日から 10 月 20 日までの 1km 気象メッシュデ

ータと農業研修センターの気象機器で観測されたデータの隣接するメッシュの残差の平均は日平均気温で 0.28℃、日最高気温

で 0.15℃、日最低気温で 0.30℃と予測精度が高く、実用に資することが確認できた。 

 
（5）食味分布マップの作成（衛星データは ALOS-PRISM/AVNIR、UK-DMC２を使用） 

衛星データから得られるNDVIをパラメータとして、水稲の食味マップ作成への利用が試験研究機関等で試みられている。しか

しながら、食味調査に利用するには、特定な時期に観測されたデータであることが要求され、衛星の回帰時期や気象条件などの

理由で特定時期に観測ができなかった場合、全く情報が得られなくなる。さらに、特定時期のスポット的なデータの利用であるた

め、田植時期や地形要素などによる圃場間の生育のズレを補正しなければ実用に供することができない。 

そこで本研究開発では、先に述べた水稲作付け確認を行った圃場図や水稲生育状況把握のための雲無し時系列データ、な

らびに栽培期間中に観測、入手できる中・高分解能衛星（ALOS、UK-DMC2）データを使用し、食味マップの作成を行った。食味

マップは、JA 北越後、新発田農業普及指導センターにより行われる刈り取り後の食味の分析結果、およびデジタル近赤外線カメ

ラによる観測データを用いて実証した。また、生育ステージの違いを補正するため移植日と気象の時系列データから生育ステー

ジを予測するプログラムを新たに開発し、平場と山間部における田植日の違いによる補正を可能にした。ここで使用する衛星デ

ータは、中・高分解能衛星の利用を基本とし、費用対効果の向上や持続的利用への誘引材料とするために、安価に入手できる

ALOS/AVNIR-2、ASTER、LANDSAT など（ALOS の運用停止後はDEIMOS、UK-DMC2）を使用した。 

 

（6）一般生産者の利用に供する情報への変換 

衛星データの利用促進を図るため、衛星データに係る一切の処理、すなわち、データの取得から解析・処理、データベースへ

の蓄積を自動化し、可能な限り生産者向けの表現（可視化・表示）に変換を行った上で、情報発信を行い、実証結果のフィードバ

ックにより、生産者が気軽に情報を利用できる環境の整備を行った。インターネットを介したWebGISベースの表示システムを開発

し画面上で圃場をクリックすることにより日々更新されるメッシュデータを時系列的にグラフ表示し、過去データとの比較もできるよ

うにした。加えて、移植日と品種を選択することにより出穂期、成熟期といった栽培管理において重要な生育ステージを予測し、

葉色の現地観測データを JA 北越後が所有する生育過程の理想値と比較して診断する機能を持たせた。また、従来、生産現場

で使用している葉緑素計に代わる計測器としてのデジタル近赤外線カメラについては、撮影データから一定の結果を得るため

に、ＰＣ上で駆動する処理ソフトウエアを開発し、利用実証を行った。 

 

７．研究開発成果 

 【１】宇宙利用の促進への寄与（本研究開発事業がどれだけ宇宙利用の促進に寄与したのか）
・ 本課題の実施によりどのように宇宙利用が促進されるか 

JA 北越後では、12 万筆ある水稲圃場の整備（広地化）が遅れており、水稲作付面積の確認作業（生産調整確認）の実質的な

作業実施者（主体は地方行政の行政担当者を中心に構成された農業再生委員会）である JA北越後の大きな負担となっていた。



 

さらにその作業実施に必要な基本情報として圃場図が古い航空写真から作成された 1/5,000 スケールの紙地図しかないなどの

問題を抱えていた。その問題解決の一助とするために、当研究代表者が JAXA と共に衛星データの利用と GIS 化に関わる勉強

会を開催したことが発端となり、その後の本事業の受託により、水稲作付面積の確認作業の省力化や効率化、ならびに高付加価

値化によるブランド化と安定販売への利用に向けて実証することが実現した。その結果、毎年、更新が必要な圃場図は衛星デー

タの利用により簡便に更新され、作付け確認の負担軽減や良食味米の安定生産のための精密農業に必要な基本情報が整えら

れた。また、事業実施期間中に、JA 北越後の通常総代会、稲作生産者集会、当年度水稲作柄ならびに次年度対策研修会（そ

れぞれ年１回開催）の場において、成果の発表や利用に向けてのトレーニングを実施、さらに、（株）ビジョンテック（つくば市）に

おいて営農指導者に対する研修会の開催（2 回）や同市にある（独）農業・食品産業技術総合研究機構農村工学研究所での講

習会や JAXA の筑波宇宙センターにおける見学会（各 1 回）など宇宙利用に向けての勉強会等の啓蒙活動を行った。結果、当

初、多くの JA 関係者が、「農業と宇宙」がどう結びつくのか理解できなかったことが、現在では、組合長（理事）をはじめ組合幹部

や稲作部会のメンバー、組合員（約 500 名）の理解が深まり、率先して衛星データを利用する体制ができた。本年度から、生産現

場における営農指導者が中心となり、本格的利用を開始することが確認されている。 

 

・ 本課題の実施によりどのような社会的な効果（公益性、実用性、インパクト等）が期待されるか 

地理空間情報活用推進基本法や高度情報通信ネットワーク社会形成基本法などによって高度情報化が進行する中で、

農業就業者の減少と高齢化が進行するわが国の農業分野では、持続的な発展を図るために地図情報データベース構築・

整備、他システムとの連携、さらに時空間情報を最も必要とするプレシジョン・ファーミング（精密農業）への利用の

推進やＩＴ技術の適用と応用が強く求められている。しかしながら、農業分野において、農業関係機関間での空間・属

性データの共有化が進んでいないことから営農者の施業の効率化に供する GIS 化とその利用が極めて遅れた状態にあっ

た。従来、農業圃場図は、土地改良事業団体連合会（美土里ネット）と農業共済組合が航空写真を利用して、それぞれ

バラバラに作成管理していた。本事業では、新潟県美土里ネットで作成管理していた圃場図などの GIS データを下越農

済が吸収統合し、更新・管理し、さらに JA 北越後が本事業で得られる空間情報の更新や営農に必要な属性の付与をする

計画をしていた。これを機に、本事業で実証された衛星データを利用した圃場図の更新や作付け確認情報を JA 北越後か

ら下越農業共済組合に提供し、情報を共有する協力体制ができた。これにより、農地や水利施設等の既存ストックを有

効に利用する上で、刻々と変化する時空間情報を、行政を含める農業関係者で共有することにより、タイムリーな更新

や、維持・管理への多重投資を無くし、コストの削減や担い手不足、広地化圃場における精密農業の実現による付加価

値向上などが期待できるようになった。 

 

・ 他機関、他地域等への波及効果が見込めるか 

わが国の農業耕作地のうち水稲の耕作面積が半分以上（54％）を占め、生産地域別にその水田率を見ても沖縄地方（2.2%）を

除き、少なくても55%、多い地方では89%にもなり、各都道府県におけるコメ生産は重要な関心事であると同時に、本調査票第５項

の背景で述べた「我が国の農業の抱える内憂外患な状態」を解決するために「新しいデータ・技術・手法の導入（前項で述べた新

たな法律）」が求められ、宇宙を利用した時空間情報の利用は「先駆的な農業IT」となり得る。さらに、ALOS、ASTER等のように高

分解能で安価に利用できる衛星データは、普及のための促進剤になる。また、本事業では、「衛星データ＝食味マップ」といった

従来の単一目的での利用ではなく、「水稲生産に関わる時空間情報」の利用という展開により、米どころの新潟県や県内市町村と

それらの試験研究機関などの地方行政、ならびに新潟県内の農業共同組合や農業法人、営農集団、農業共済組合など農業関

係者の利用が見込まれ、これらの利用の成果は、広く全国の農業共同組合や農業共済組合、農業法人への普及と地方行政へ

の効果の波及が期待できる。 

 
・ 研究開発成果の新規性・独創性 

半年間に渡り、日々生育する水稲を広域に監視し、水、施肥、病害虫、気象障害に関わる管理・対策を講じる水稲生産に、衛

星により広域で定期的に、かつ、短時間で観測できる利点の効果は大きい。しかし、一方で観測時の被雲など気象に影響され、

安定して確実に利用できる情報ソースでない問題がある。本事業では、この問題に対して、本調査票第６項の（２）で述べた、独

自開発のアルゴリズムを適用し、①毎日安定して情報が得られるシステムの構築を行い、生産制御への適用を可能にし、②また、

複数の異なる時間・空間分解能の衛星データの複合利用により、水稲生産に必要な、圃場、水稲、気象に関わる情報をタイムリ

ーに提供するシステムを構築し、営農現場に適用、③さらに、生産者は「データ解析者ではなく情報の利用者」であるというコンセ

プトから、生産者が「必要とする情報」の配信提供と、その閲覧するシステム（AgriLook：アグリルックと命名）を開発したところに独

創性、新規性がある。従って、本事業で開発したシステムは、インターネットが利用できる人であれば、誰でも情報利用者として利

用ができ、データ解析の専門家を擁する組織の構築の必要もなく、また、組織変更や人事異動などにも制約がなくなるところに大

きな特徴がある。 

 

・ 委託事業終了後の継続性を見据えているか 

本課題で得た成果は、ＪＡ北越後の営農支援センター稲作部会ならびに、JA北越後の11支店の営農指導者を中心に公開し、

その利用が決定している。JA 北越後では、衛星データを利用した水稲の生産制御・管理により、管内全域で生産される米１００％

が、玄米蛋白含量６．５％以下とすることを目標に一等米比率の向上を目指し、当該システムの利用のための個人情報管理やセ

キュリティー上の整備を行っている。また、宇宙を利用した米生産をキャッチフレーズに生産米の販売のためのマーケティングも



 

開始されており、生産面、販売面の両面から宇宙を利用していく計画である。さらに、今後は、「新発田市産業振興部農林水産

課」、「聖籠町産業観光課」、「新潟県新発田地域振興局農業振興部新発田農業普及および指導センター」、ならびに、「下越農

業共済組合」の４地方行政機関と「JA 北越後」とが本空間情報を共有して利用するための環境の整備を計画しており、持続的な

利用の方向に進展している。 

 

【２】その他成果（もしあれば、参考のためお伺いします） 
本事業期間中に JA 職員および組合員に対し、勉強会、講習会、進捗報告、成果報告等を逐次実施するなど、「宇宙（リモート

センシング）」と「農業」の間の垣根（ギャップ）を取り除き、身近なものにするための啓蒙に努力した。その結果、JA 北越後の広報

誌や日本農業新聞（３度掲載される）でも取り上げられ、この事業が広く知られることになった。また、平成 23 年の成果報告会で

は、JA 北越後水稲担当役員から「22 年度に比較して、23 年度の一等米の比率は回復。その要因として、衛星情報等による正確

な生育の情報、高温登塾障害予測図の活用による適切な栽培管理があげられ、出荷(販売)した米の食味の評価が高かったこ

と、支所間でのバラツキがみられ、さらに一等米の比率を高める努力が必要なこと」など衛星利用の効果の発表があった。加え

て、延べ 200～300 人の労力・時間のコストが発生していた従来の作付け確認調査が、衛星による水稲作付けマップの活用により

大幅な時間・労力の削減になったことが報告された。また、質疑応答では、組合員から、他人・他地域圃場情報の閲覧などその

利用（個人情報）に関する質問や組合員への速やかな情報配信などの意見・要望が相次ぎ、衛星情報の利用に期待する声が多

かった。現在、衛星情報の農業利用について、JA 北越後のホームページやパンフレットでも宣伝され、マーケッティング活動にも

利用されている。また、行政の農済利用では、耕作放棄地の確認や農業災害補償制度、および、まもなく本格実施となる農業者

戸別所得補償制度におけるポジティブ・コントロールへの利用ニーズが提起された。 

なお、農林水産省が、平成23年３月10日に開催した「農林水産省における利用状況について」第2回リモートセンシング政策

検討WGで、本事業の一部の成果が事例として取り上げられ、説明資料として配布された。 

 

８．研究開発成果の発表状況 
 
(1) 研究開発成果の製品化の状況 

成果品（アグリルック）は JA北越後組合員を対象に安定的に運用する基盤ができ、現在は、個人情報や外部関係者への利用

拡大のためのセキュリティーの確保など運用面の整備している状況にある。今後、新潟県内を情報提供対象域に想定した運

用や全国展開のための運用システムの開発など、今後の展開を見据えた整備が課題として残されている。 

 
(2) 研究発表件数  
査読付き論文： 0件  
査読無し論文等：0件  
口頭発表： 件（国内： 0件、国際： 0件）  
(3)知的財産権等出願件数(出願中含む)  

※平成 24 年度中にビジネスモデル特許の申請を予定（研究発表は差し控えている）。なお、商標登録は申請準備中。 

(4)受賞等  
0件（国内：0件、国際：0件） 
 

９．今後の展望と課題 
衛星データを活用した精密農業が JA 北越後全体に普及し、従来の作業の効率化や低コスト化、良食味米・一等米の比率の

向上、ブランド力強化などへの寄与度が増すと、広く全国の農業分野での利用が期待できる。この利用の普及は、一方で、観測

の競合が増えることを示唆し、結果として、必要な時期に必要な衛星データが入手できない確率が高くなることが考えられる。本

事業期間中に ALOS の運用が停止したが、このような衛星の不測の事故やタイムリー性の高い観測の実現のためにも、同じ仕様

の衛星が複数運用され、また、その継続性が担保されなければ、基盤情報のソースとして安心して利用ができず、普及のための

大きな障害となる。 

 

１０．その他特記事項 
・ 再委託先（JA 北越後）の代表（研究）者が、経営者（理事・常務）であり、情報の利用者であり、そして先進的な農業 IT に熱心

であったことから、宇宙利用への理解もあった。この代表者のリーダーシップがあって、実質2年3カ月という短期間に成果を得

ることができた。 

・ JA 北越後の営農指導部の栽培技術向上に熱心な青年部のメンバーが今後も衛星の農業利用を自主的に継続・推進していく

ことになった。 

・ ＪＡ北越後内の他の部署からも、衛星データを利用した農業情報や提供システムへの機能の追加などの衛星情報利用へのニ

ーズが上がってきており、確実に衛星データの利用に対する敷居が下がり、組織全体に普及が進んでいると言える。 

・ 衛星データから得られる空間的・定量的な情報と、それを利用するシステムをハブとして様々な利用・活用の拡大・発展の方向

が顕著に表れ、その一環として農業共済等の他機関との連携が進行している。 

 

 



１．研究開発の背景、目的・目標１．研究開発の背景、目的・目標

水稲生産現場の内憂外患
・耕地面積の広地化
・高齢化・担い手不足
・米価の低迷

市場のニーズ
・良食味の安定生産
・均質米の大量生産
・食の安全

求められる対策
・精密農業
・省力化
・ブランドの強化

ブ
ラ
ン
ド化

衛星データの利用
広範囲を定期的に
短時間で観測する

目 標
・作付面積確認の省力化
・施肥の効率化
・均質・良食味米の安定
生産のための生産制御

目 的
日々の施業に供する
情報を安定して発信
するシステムの構築

担い手不足や米価の低迷は水稲圃場の広地化と相反する精密農業による高付
加価値化が求められている。そこで、人工衛星データを利用して、広域圃場を少な
い労力で良質米を安定生産するための生産制御情報システムの開発を目的とした。

２．研究開発の実施内容２．研究開発の実施内容

４．今後の宇宙利用促進に向けた展望と課題４．今後の宇宙利用促進に向けた展望と課題

３．研究開発成果３．研究開発成果

展望
広地化された稲作圃場における衛星データや測地衛星、通信衛星の活用による精密農
業の実用化は、本格的農業ITとして位置付けられ、これまで利用されてきている農業気象
情報と同様に全国の営農関係者に利用され、普及することが期待される。

ニーズの動向
今後のニーズに対応するための技術開発として以下などが求められる。
・タイムリー性の向上→異なる複数の衛星で観測されたデータの利用
・双方向通信システムの活用→生産現場からのフィードバック情報の取得
・生育予測など各種の予測情報の抽出利用→高頻度高精細観測衛星の開発

課題
衛星の不測の事故やユーザの増加による観測希望の競合などにより、観測が不能にな
るなど情報ソースとしての不安定要素は、産業利用での普及の障害になり、普及のための
大きな課題である。衛星コンスタレーションや準天頂衛星の利用のような複数衛星による
観測システムの構築が重要である。

発信情報項目

ＪA北越後管内全域を対象に以下の
情報が発信され、自動更新される。

①生育情報
②気象予報情報
③日射量気温情報
④農業災害予測情報
⑤収穫量予測情報
⑥食味予測
⑦圃場のライブカメラ情報
⑧気象衛星情報
⑨気象観測情報
⑩気象庁 発表天気情報

アグリルッ・クイメージ図

成果は、インターネットを介して随時閲覧できるWebGIS型データベースとその情報閲覧端
末「水稲圃場農業情報提供システム」を開発、「アグリルック」と命名し、JA北越後ホーム
ページ上に公開した。

ホームページアドレ http://www.agrilook-info.com/kitaechigo/seiiku/

アグリルックにより配信される生育情報や高温登塾障害予測等の活用により適切な栽培
管理がなされ一等米の比率が向上し米の評価が高くなったこと、作付け確認に衛星情報
による水稲作付けマップを活用することにより、延べ300人に上る作業が大幅に省力化さ
れたなどの効果があった。

採択課題名 良食味・高品質米の安定生産のための水稲生育管理への衛星データの適用実証

プログラム名：衛星データ利用を促進する手法等の実証プログラム 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック

現地観測データ
デジタル近赤外線カメラ
気象測器による観測データ

データベースの構築と
インターネットによる圃場情報
の配信と閲覧システムの構築

雲と雲の影の除去

衛星情報の安定利用
検証・評価

生産現場で必要
とする圃場情報

圃場図と更新情報
作付確認と食味分布

水稲生育状況情報
病害虫情報

局地気象情報
気象災害情報

衛星データの特徴を
複合的に利用

気象衛星データとAMeDAS

気象データの毎時観測

高・中分解能衛星データ
合成開口レーダーデータ

広い圃場を一筆単位に観測

高頻度観測衛星データ

水稲の生育状況を毎日観測

筆単位の情報抽出

精密農業への利用

気象メッシュ情報
（気温・日照・日射）

生育・施業の管理

生育状況分布と
そのトレンド抽出

広地化圃場の管理

利用情報抽出の
ための開発要素

異なる時間・空間分解能を持つ衛星を複数利用して、米の生産現場で
必要とする情報をタイムリーに安定して提供するシステムの開発を実施



気象会社

気象
データ

パソコン

 

衛星データ
配信会社

高解像度・
中解像度衛星

情報処理
配信サーバ

自社受信衛星データ

近赤外線
デジタルカメラ

営農情報・作柄情報の配信

携帯電話

農家

パソコン

農協
自治体

毎日作成される情報は自動的に情報配信用

サーバに蓄積されます。ユーザーはアグリルックの

ホームページを介してサーバに蓄積された種々の

情報から任意の情報をマウス操作で選択・閲覧

することができます。

生育状況の把握、予測、栽培管理に必要な

「入力」「データの蓄積」「情報表示」「解析」を一

元的に行い、高品質・安定生産のための情報利

用の効率化を図ります。

一般に営農指針の策定や施業スケジュールの

決定には農業気象情報が利用されています。提

供情報に農業気象情報を加え、農業気象情報

にもとづく栽培管理を踏襲するようにしました。農

業気象情報と農作物の生育状況を直接観測で

きる人工衛星情報とのコラボレーションにより、更

に精密な情報提供を行います。

資料１ アグリルックによる情報提供の流れ



生育トレンドと栽培暦の関係

衛星データによる生育トレンドの値は、植被率と
葉色の影響を受けて変化します。移植期は低く、
水稲の生長に伴って高くなり、出穂期に最も高く
なります。出穂期を過ぎると成熟期まで低下して
いきます。
生育トレンドを比較することにより生育の早さ、葉
色の濃淡などの情報が得られます。生育トレンド
を見ながら必要に応じて中分解能衛星データを
取得し、圃場単位の葉色マップ、食味マップを作
成して施肥管理、病虫害・気象災害対策、区
分収穫などに利用することにより、時系列的・空
間的栽培管理を実現します。

衛星による生育のトレンド

農業試験場の栽培暦
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資料２



資料３ JA北越後ホームページ上に公開したホームページ
http://www.agrilook-info.com/kitaechigo/seiiku/

ライブカメラ画像→

有効積算気温分布→ ←気象衛星ひまわり画像

有効積算気温
の推移→

←最高最低気温の推移

←気象観測情報



今までは、田んぼに入って葉緑素計で観測を行なっていました。

これからは、人工衛星や空撮、近赤外カメラによる観測で省力化・効率化されます。

データベース表示例

今までは、圃場の看板で管理を行っていました。
調査圃場に行かないと生育参考データが見られませんでした。

資料４ 現地調査と情報提供の効率化

アグリルックを使うと自宅で全調査圃場の生育参考データを確認できます。



添付資料１． 

「人工衛星情報の農業利用」について勉強会開催 JA北越後広報誌（2009年 4月） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



添付資料２． 

人工衛星情報を活用 高品質米をめざす 

日本農業新聞（2010年 3月 21日） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



添付資料３． 

水稲に衛星情報活用 JA北越後職員が操作法学ぶ 

日本農業新聞（2011年 7月１５日） 

 

人工衛星情報の情報 水稲に生かせ 

日本農業新聞（2011年 7月１6日） 

 

 



添付資料4． 

JA 北越後広報誌 （JA北越後広報誌2011年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添付資料5． 

JA北越後のホームページに掲載されている本事業の成果 

http://www.ja-kitaechigo.or.jp/  http://www.agrilook-info.com/kitaechigo/seiiku/ 

 
 



添付資料6． 

農林水産省第２回リモートセンシング政策検討WG（平成 23 年 3 月 10 日開催）の説

明資料に取り上げられ、ホームページで公開された。

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/utyuu/RSSkentou/dai2/siryou3_3.pdf） 

 

農水省のホーム 

ページに掲載され

ている本事業の成




